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【基幹事業との関連性】

【事業年度】　　平成３０年度

【事業費】 ３１，２１２，０００円

【事業内容】

【既対象事業費】

平成25年度★D17-1-12　210,000千円　建物移転調査費、土地利用コンセンサス形成支援業務

平成26年度★D17-1-16　230,000千円　換地計画関連業務、土地利用コンセンサス形成支援業務

平成27年度★D17-1-23　56,280千円　閖上地区事業化促進支援業務

平成28年度★D17-1-34　38,600千円　閖上地区事業化促進支援業務、復興だより作成支援業務

平成29年度★D17-1-45　30,565千円　閖上地区事業化促進支援業務、復興だより作成支援業務等

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業において、住民参加、住民との協働のまちづくりを推進
するため、住民組織の「閖上地区まちづくり協議会」の運営支援を行う。更に、住民の意見を集会所
整備に反映させること、及び町内会組織の立ち上げを目的とした居住者の懇談の会合を開催する。
　また、被災者に対し名取市の復興事業の進捗、被災者支援施策及び各種相談会の開催日程等の周知
を図るために引き続き復興だよりの発行を行うとともに、区画整理の地権者及び被災時の閖上地区住
民に限定し、区画整理事業の進捗状況、仮換地指定に関する情報を周知するため、区画整理通信の発
行を行う。
　これら住民とのコンセンサス形成を図るための事務事業を実施すべく、係る事業費を措置するも
の。

①閖上地区事業化促進支援業務（まちづくり協議会運営支援業務）
　まちづくり協議会に対し、学識経験者、専門家、コンサルタントを派遣するなど支援を行い魅力
的・創造的な閖上のまちづくりについて提案をいただくもの。平成３０年度は公園整備、コミュニ
ティーの形成等に対する提案を受ける。
②地域コミュニティ形成支援業務
　区画整理区域内に２ケ所の集会所を建築するにあたり、住民の意見を整備に反映させることに併せ
て、町内会組織の立ち上げを目的とした居住者の懇談の会合開催を支援する。
③復興だより作成支援業務
　毎月１回復興だよりを発行し、被災者に復興の進捗状況、各種被災者支援施策、各種相談会の日程
等を周知する。
④区画整理通信作成支援業務
　４ケ月に１回区画整理通信を発行し、区画整理の地権者及び閖上地区の元住民に対し、区画整理事
業の進捗状況、土地利用計画の内容等、特に地権者に対しては、土地区画整理審議会での審議状況、
仮換地指定に関する情報を周知する。

全体事業費 　　３１，２１２，０００円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(4)　被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名
　閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業に係る土地利用計画等策定業務
 (平成３０年度）

　本事業は土地区画整理事業区域内の土地の利活用を促進する取り組みであり、基幹事業である閖上
地区被災市街地復興土地区画整理事業の加速化・円滑化につながる。


